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７
先ごろ、(財)自治総合センタ

ーから寺内、外旭川、飯島、
南、楢山、明徳地区の各コミ
ュニティセンターに合わせて250万円の宝くじ
助成がありました。宝くじの収入を地域コミュ
ニティ活動の発展と、宝くじの普及・広報のた
めに贈られたものです。
各コミュニティセンターでは、印刷機や座卓

テーブルなどを購入し、利用者のかたがたに大
変喜ばれています。

楢山コミセンで

宝くじからプレゼント！
コミュニティセンターに

問い合わせ 資産税課q(866)2056・q(866)2057

平成14年度固定資産税の算定の基礎となる価格
などを記載した、固定資産課税台帳を下記の会場
でご覧いただけます。期間内にどうぞ。

３月１日(金)から20日(水)までの平日
午前８時30分～午後５時15分

縦覧は３月１日(金)から
固定資産課税台帳

縦覧期間

必要なもの

印鑑と所有者本人であると確認できるも
の(前年度の納税通知書、運転免許証、健
康保険証など)

納税者本人の場合

代理人の場合
委任状と代理人の印鑑、代理人本人であ
ると確認できるもの

縦覧場所と内容

基金・市営住宅・
ごみ収集をチェック

包括外部監査結果報告

２月６日、包括外部監査人による市の事
務・事業の監査結果が報告されました。
包括外部監査は、市の事務処理が適正に行

われているかを、市役所の組織に属さない独
立した立場の監査人がチェックするものです。
今回は平成12年度の下記の項目についてチ

ェックされました。市では指摘事項を検討し、
改善が可能なものについては順次改善してい
きます。

報告１　「基金の管理運用について」

市が運用している各種基金のなかで指摘が
あったのは、基金から生じる運用益を対象と
なる事業に充てている、短期大学運営基金、
ふれあい福祉基金、文化振興基金、スポーツ
振興基金の４基金。
特に、短期大学運営基金については、金利

が低く、事業費に使える充分な運用益がない
ため、今後は基金を処分して事業費に充てる
ことも考えなければならない。
いずれにしろ、金利の低下が影響している

これらの基金については、基金のあり方自体
を検討すべき時期にきていると思われる。

報告２　「市営住宅の管理運営について」

家賃算定に必要な収入申告書を提出しない
入居者には周知策を講じ、家賃を滞納する不
誠実な入居者には法的手段をとるなどして、
家賃の収納に努める必要がある。
意見として、特に老朽化が著しい新屋比内

町と新屋沖田町の市営住宅については、危険
防止のためにも早期対応が必要と思われる。

報告３　「ごみ処理事業(ごみ収集)について」

特に指摘事項はないが、意見として、行政
改革のひとつにあげられている、ごみ収集業
務の民間委託については、中長期的視野で民
間委託の部分を大きくしていく必要があると
思われる。

監査人の大野尚造氏

地価の下落にともない、一部地域で平成14年度の固
定資産税の基礎となる土地の価格を修正します。修正
後の路線価図は、３月１日(金)から資産税課、土崎支所、
新屋支所で公開します。

土地の修正価格を公開します


